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(証券コード　2206)
平成29年６月５日

株 主 各 位
大阪市西淀川区歌島四丁目６番５号

取締役社長 江 崎 勝 久

第112回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第112回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、次頁の
「議決権行使についてのご案内」に従って議決権をご行使くださいますようお願い申し上げ
ます。

敬　具
記

１．日　時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場　所 大阪市北区大淀南二丁目３番３号

ザ・シンフォニーホール
３．目的事項

報告事項
　１．第112期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算書
　　　類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　２．第112期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項

第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役７名選任の件

４．議決権行使のお取り扱い
(1) 書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット

等によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
(2) インターネット等によって複数回重複して議決権を行使された場合は、最後に行われ

たものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト(アドレス　http://www.glico.com/jp/)に掲載させて
いただきます。

◎当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主様におかれましても、
軽装でご出席くださいますようお願い申し上げます。

◎お土産につきましては、議決権行使書の枚数に関わらず、ご出席株主１名様につき１個を
　株主総会終了後にお渡しいたします。

－ 1 －

株主各位
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《議決権行使についてのご案内》

１．当日ご出席いただく場合

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。

２．郵送（書面）による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案の賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）

午後５時までに到着するようにご返送ください。

３．インターネットによる議決権行使の場合

(1) インターネットによる議決権行使は、平成29年６月28日（水曜日）午後５時まで受付

いたしますが、議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使されるようお願いいた

します。

(2) インターネットによる議決権行使は、以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただ

くことによってのみ可能です。

【議決権行使ウェブサイトＵＲＬ】http://www.web54.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「ＱＲコード®」

を読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続することも可能です。

（ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

(3) インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載の

議決権行使コード及びパスワードをご利用になり、画面の案内に従って議案の賛否を

ご入力ください。

(4) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接

続料金等）は、株主様のご負担となります。

(5) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただくためには、次のシステム環境が必要です。

①パソコンを用いて議決権行使される場合は、画面の解像度が横800×縦600ドット

（SVGA）以上であり、ウェブブラウザとして、Ver.5.01 SP2以降のMicrosoft® 

Internet Explorerを使用することができること。また、PDFブラウザとして、Ver.4.0

以降のAdobe® Acrobat® Reader®又はVer.6.0以降のAdobe® Reader®を使用することが

できること。

－ 2 －

議決権行使についてのご案内
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②携帯電話を用いて議決権行使される場合は、使用する機種が、128bitSSL通信（暗号化

通信）が可能な機種であること。（セキュリティ確保のため、128bitSSL通信（暗号化

通信）が可能な機種のみ対応していますので、一部の機種ではご利用できません。ス

マートフォンを含む携帯電話のフルブラウザ機能を用いた議決権行使も可能ですが、

機種によってはご利用いただけない場合がありますので、ご了承ください。）

（Microsoft®及びInternet Explorerは、米国Microsoft Corporationの、Adobe® Acrobat® 

Reader®及びAdobe® Reader®は米国Adobe Systems Incorporatedの、米国及びその他の国にお

ける登録商標又は商標です。）

インターネットによる議決権行使に関して、ご不明な点につきましては、以下にお問い合

わせくださいますようお願い申し上げます。

三井住友信託銀行株式会社　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

電話：0120－652－031（午前９時～午後９時）

＜用紙の請求等、その他のご照会＞

三井住友信託銀行株式会社　証券代行事務センター

電話：0120－782－031（平日午前９時～午後５時）

４．機関投資家の皆様へ

機関投資家の皆様は、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利

用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における議決権行使の方法として、上

記インターネットによる方法以外に、当該プラットフォームをご利用いただけます。

以　上

－ 3 －
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提供書面

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

  当連結会計年度におけるわが国経済は、期初に熊本地震が発生して経済に与える影響

が懸念されましたが、雇用・所得環境の改善が続き、景気は総じて緩やかな回復基調で

推移しました。一方で、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響が懸念され、

先行きは依然として不透明な状況が続きました。食品業界におきましては、原材料価格

は比較的安定していましたが、個人消費は力強さに欠け、当社グループを取り巻く経営

環境は厳しい状況が続きました。

　このような状況の中で、当社グループは「グリコグループ行動規範」に基づき、信頼

される企業であり続けることを事業展開の基本としながら、主力品を軸とした売上拡大

や新製品・系列品の発売、量販店やＣＶＳでの販売対策等を積極的に展開しました。

　その結果、売上面では、牛乳・乳製品部門は前年同期を下回りましたが、菓子部門、

食品部門が前年同期並みとなり、冷菓部門、食品原料部門、その他部門が前年同期を上

回ったため、当連結会計年度の売上高は353,217百万円となり、前連結会計年度（338,437

百万円）に比べ4.4％の増収となりました。

　利益面につきましては、売上原価率は、販売品種構成の変化や菓子部門、食品原料部

門の売上原価率の改善等により、全体ではダウンしました。販売費及び一般管理費は、

牛乳・乳製品部門の構成比率のダウンによって運送費及び保管費率がダウンし、広告宣

伝費も減少しました。

　その結果、営業利益は24,254百万円で、前連結会計年度（17,110百万円）に比べ7,144

百万円の増益となり、経常利益は26,367百万円で、前連結会計年度（19,229百万円）に

比べ7,137百万円の増益となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は18,147

百万円となり、前連結会計年度（13,903百万円）に比べ、4,244百万円の増益となりまし

た。

－ 4 －

当連結会計年度の事業の状況
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　次に部門別業績の状況についてご報告申し上げます。

（単位：百万円）

部　　門

売上高 営業利益

当連結会計

年度

対前年

増減額

対前年

同期比(%)

当連結会計

年度

対前年

増減額

対前年

同期比(%)

菓 子 121,116 △40 100.0 10,546 1,339 114.6

冷 菓 92,416 11,411 114.1 8,444 2,965 154.1

食 品 20,220 37 100.2 844 731 747.8

牛乳・乳製品 94,871 △2,949 97.0 4,788 272 106.0

食 品 原 料 10,434 192 101.9 952 460 193.4

そ の 他 14,158 6,129 176.3 477 518 －

調 整 － － － △1,798 855 －

合 計 353,217 14,779 104.4 24,254 7,144 141.8

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

【菓子部門】

　売上面では、国内は機能性表示食品の“ＬＩＢＥＲＡ（リベラ）”“ＧＡＢＡ（ギ

ャバ）”が好調に推移し、“カプリコ”“バンホーテンチョコレート”等が前年同期

を上回り、全体では前年同期を上回りました。海外は、中国を除く子会社は前年同期

を上回りましたが、中国子会社は前年同期を下回りました。その結果、当連結会計年

度の売上高は121,116百万円となり、前年同期(121,157百万円)並みとなりました。

　利益面では、国内及びタイ子会社での売上原価率の改善や海外での広告宣伝費率の

ダウン等によって、営業利益は10,546百万円となり、前年同期(9,206百万円)に比べ、

1,339百万円の増益となりました。

【冷菓部門】

　売上面では、主力の“パピコ”“牧場しぼり”“アイスの実”等が前年同期を上回

りました。また、Glico Frozen(Thailand)Co.,Ltd.及び新たに連結範囲に含めました

正直屋乳販(株)の売上が上乗せとなりました。その結果、当連結会計年度の売上高は

92,416百万円となり、前年同期(81,004百万円)に比べ14.1％の増収となりました。

　利益面では、増収及び原材料費率の改善による売上原価率のダウン等により、営業

利益は8,444百万円となり、前年同期(5,478百万円)に比べ2,965百万円の増益となりま

した。

－ 5 －

当連結会計年度の事業の状況
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【食品部門】

　売上面では、“熟カレー”等が前年同期を下回りましたが、“カレー職人”“クレ

アシチュー”等は前年同期を上回りました。その結果、当連結会計年度の売上高は

20,220百万円となり、前年同期(20,183百万円)に比べ0.2％とわずかながら増収となり

ました。

　利益面では、原材料費率の改善、販売促進費の効率運用及び経費の削減等により、

営業利益は844百万円となり、前年同期(112百万円)に比べ、731百万円の増益となりま

した。

【牛乳・乳製品部門】

　売上面では、“ＢifiＸヨーグルト”「粉ミルク」、キリンビバレッジ（株）の受託

販売を行っている“トロピカーナ エッセンシャルズ”等は前年同期を上回りました

が、“カフェオーレ”“ドロリッチ”等が前年同期を下回りました。その結果、当連

結会計年度の売上高は94,871百万円となり、前年同期(97,821百万円)に比べ3.0％の減

収となりました。

　利益面では、粉ミルクの増収による増益や運送費及び保管費率のダウン及び広告宣

伝費の削減等により、営業利益は4,788百万円となり、前年同期(4,516百万円)に比べ、

272百万円の増益となりました。

【食品原料部門】

　売上面では、「澱粉」等は前年同期を下回りましたが、“Ａ－グル”“Ｅ－スター

チ”等が前年同期を上回りました。その結果、当連結会計年度の売上高は10,434百万

円となり、前年同期(10,242百万円)に比べ1.9％の増収となりました。

　利益面では、一般管理費の増加はあったものの、売上原価率が改善したこと等によ

り、営業利益は952百万円となり、前年同期(492百万円)に比べ、460百万円の増益とな

りました。

【その他部門】

　売上面では、“アーモンド効果”が大幅に売上を伸ばしたほか、「オフィスグリコ」

や“カロリーコントロールアイス”等が前年同期を上回りました。その結果、当連結

会計年度の売上高は14,158百万円となり、前年同期(8,029百万円)に比べ76.3％の増収

となりました。

　利益面では、オフィスグリコ及び健康部門の増収による増益等により、営業利益は

477百万円となり、前年同期(△41百万円)に比べ518百万円の増益となりました。

－ 6 －

当連結会計年度の事業の状況
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②設備投資の状況

　当連結会計年度は総額177億円の設備投資を行いました。事業部門別の投資額は、菓子

部門が38億円、冷菓部門が116億円、食品部門が２億円、牛乳・乳製品部門が11億円、食

品原料部門が０億円であり、主な内容は次のとおりであります。

　菓子部門は関西グリコ株式会社の生産設備等、冷菓部門はグリコ千葉アイスクリーム

株式会社の工場拡張等、食品部門は仙台グリコ株式会社の生産設備等、牛乳・乳製品部

門は東京グリコ乳業株式会社の生産設備等であります。

③資金調達の状況

主要取引金融機関からの短期の銀行借入を中心に機動的な調達を行っております。

また、平成29年１月に発行総額300億円のユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を発

行いたしました。

(2) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

項　         目 平成25年度 平成26年度 平成27年度
平成28年度

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 315,399 319,393 338,437 353,217

経 常 利 益 (百万円) 13,539 17,610 19,229 26,367

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
(百万円) 11,033 21,068 13,903 18,147

１株当たり当期純利益 (円) 89.09 321.35 212.00 276.20

総 資 産 (百万円) 243,244 275,302 274,974 324,118

純 資 産 (百万円) 145,504 174,838 179,151 198,434

（注）１.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２.当社は平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、平成26年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

－ 7 －

当連結会計年度の事業の状況、直前３連結会計年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社との関係
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 所在地 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

関 西 グ リ コ 株 式 会 社
神戸市
西　区

100百万円 100.0％ 菓子の製造

上海江崎格力高食品有限公司
中　国
上海市

138百万元 100.0％ 菓子の製造販売

③その他

会 社 名 資 本 金 出資比率 合 弁 契 約 の 内 容

Generale Biscuit
Glico France S.A.

1,525千
ユーロ

50.0％

○ジェネラルビスケット社（仏）と各種菓子、食料品類

の製造販売を目的として合弁会社（仏）を設立

○設立　1982年３月19日

○1986年５月９日5,000千仏フラン増資

（新資本金10,000千仏フラン）

○ジェネラルビスケット社（仏）は、1987年２月18日に

ビー・エス・エヌ社（現　ダノングループ）（仏）と

合併

○ジェネラルビスケット社（仏）は、2007年11月30日に

株式譲渡によりクラフトフーズ社（米）傘下となる

○クラフトフーズ社は、2012年10月１日にモンデリーズ

インターナショナル社（スイス）に社名を変更

PT.Glico-Wings
4,700億
インドネシア

ルピア
50.0％

○PT.Mitrajaya Ekaprana社（インドネシア）と冷菓の製

造販売を目的として合弁会社（インドネシア）を設立

○設立　2013年10月25日

○2017年３月29日1,200億インドネシアルピア増資

－ 8 －

重要な親会社及び子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

  世界的な規模で経営を取り巻く社会情勢や経済環境が目まぐるしく変化し、エネルギー

資源や原材料の価格も先高基調の中で、当社グループはそのような環境変化に柔軟に対応

しながら、企業価値の向上に努めてまいります。

  中長期的な会社の成長のための重要な要素を、①強い商品カテゴリーの構築と健康関連

事業の取り組み強化、②アジアを中心とした海外事業の拡大、③グループ経営資源の結集

による競争力強化とし、この３項目を基本的な考え方として当社グループの対処すべき課

題に対する具体的な事業活動を推進してまいります。

①強い商品カテゴリーの構築と健康関連事業の取り組み強化

  強化すべき商品カテゴリーに経営資源を集中し、市場シェアの向上に取り組みます。

また、着実な成長・発展を目指し、健康関連事業の国内外での取り組みを強化します。

②アジアを中心とした海外事業の拡大

  現在の主要拠点である中国やタイ、インドネシアなどのＡＳＥＡＮ地域における成長

をさらに加速させるとともに、欧米での事業強化にも取り組みます。また、世界に通用

するグローバルブランドとして「ポッキー」を育成し、アイスクリーム事業をアジア市

場で定着させるべく取り組むことで、海外事業の拡大を図ります。

③グループ経営資源の結集による競争力強化

  グループ一体化運営によってガバナンス機能強化を図るとともに、グループの経営資

源を結集し競争力強化に取り組みます。また、コンプライアンスや環境問題などの社会

的な課題への対応、人材の育成・適正配置、研究・開発・生産・販売部門の連携強化な

ど総合力を最大限に発揮するための具体的な課題に取り組みます。

　　今後とも、株主の皆様の変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

部 門 主 な 事 業 内 容

菓 子 チョコレート、ビスケット、ガム等の製造販売

冷 菓 アイスクリーム等の製造販売

食 品 カレールウ、レトルト食品等の製造販売

牛 乳 ・ 乳 製 品 乳製品、洋生菓子、乳幼児用粉ミルク等の製造販売

食 品 原 料 澱粉、色素等の製造販売

－ 9 －
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(6) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）

①当 社 本 社 大阪府大阪市西淀川区歌島四丁目６番５号

②当社主要拠点 大阪梅田オフィス(大阪市)

品川オフィス(東京都港区)

昭島オフィス(東京都昭島市)

③当 社 支 店

菓 子 部 門 北海道・東北統括(仙台市)、首都圏統括(東京都港区)、関東信越統括

(高崎市）、中部統括(名古屋市)、近畿統括(大阪市)、中・四国統括(広

島市)、九州統括(福岡市)

冷 菓 部 門 北海道・東北統括(仙台市)、首都圏統括(東京都港区)、関東信越統括

(高崎市）、中部統括(名古屋市)、近畿統括(大阪市)、中・四国統括(広

島市)、九州統括(福岡市)

食 品 部 門 首都圏統括(東京都港区)

※北海道・東北、関東信越、中部、近畿、中・四国、九州の各支店は、

菓子部門と統合しております。

牛乳・乳製品

部 門

首都圏統括(東京都港区)

※北海道・東北、関東信越、中部、近畿、中・四国、九州の各支店は、

冷菓部門と統合しております。

④主要な子会社の本社

　関西グリコ株式会社：本社（神戸市西区）のほか、重要な子会社の会社名とその本社

所在地は、前記(3)②に記載のとおりであります。

(7) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

従 業 員 数
前連結会計年度末
比 増 減

5,210名 249名（増）

（注）上記の従業員のほか、当連結会計年度における臨時従業員の期中平均雇用人員は4,998名であります。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,132百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 833

三 井 住 友 銀 行 株 式 会 社 226

－ 10 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①発行可能株式総数 270,000,000株

②発行済株式の総数 69,430,069株

 (注)発行済株式の総数には自己株式が3,682,471株含まれております。

③株主数 18,879名

④単元株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100株

⑤大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

掬 泉 商 事 株 式 会 社 4,131 6.28

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 3,500 5.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,191 4.85

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,965 4.51

日 清 食 品 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 2,100 3.19

佐 賀 県 農 業 協 同 組 合 1,943 2.96

大 日 本 印 刷 株 式 会 社 1,598 2.43

江 崎 グ リ コ 共 栄 会 1,529 2.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 1,029 1.57

大 正 製 薬 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,010 1.54

（注）１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２．当社は自己株式3,682,471株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。なお、自己株

式には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（信託口）」が保有する当社株式（128,400

株）、「役員報酬ＢＩＰ（信託口）」が保有する当社株式（35,900株）を含めております。

３．持株比率は自己株式（3,682,471株）を控除して計算しております。

⑥その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 11 －
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(2) 新株予約権等の状況

①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権等の状況

該当事項はありません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

③その他新株予約権等の状況

平成29年１月12日開催の取締役会決議に基づき発行した2024年満期ユーロ円建転換

社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

社債の総額 300億円

社債の発行日 平成29年１月30日

社債に付された新株予約権の
総数

3,000個

新株予約権の目的である株式
の種類

普通株式

新株予約権の目的である株式
の数

行使請求に係る本社債の額面金額の総額を転換価額で
除した数とする

新株予約権の行使に際して出
資される財産の内容及びその
価額

新株予約権の行使に際しては、新株予約権に係る社債を
出資するものとし、社債の価額は、その額面金額と同額
とする

転換価額 8,077.8円

新株予約権の行使期間 平成29年２月13日から平成36年１月16日まで

（注）転換価額は、本年５月15日開催の取締役会において期末配当を30円とする剰余金配

当案が承認可決され、中間配当20円と合わせた平成29年３月期の年間配当が１株に

つき50円と決定されたことに伴い、2024年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付

社債の転換価額調整条項に従い、8,093円から8,077.8円に調整されました。

－ 12 －
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(3) 会社役員の状況

①取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 氏 名

代 表 取 締 役 社 長 江 崎 勝 久

代 表 取 締 役 マーケティング本部長、広報・情報システム担当 江 崎 悦 朗

取 締 役 研究部門統括、健康科学研究所長 栗 木 　 隆

取 締 役
管理部門・関連事業・法務・株式ＩＲ担当、情報取扱
責任者

大 貫 　 明

取 締 役
中之島中央法律事務所代表パートナー、ヤンマー株式
会社社外監査役

益 田 哲 生

取 締 役 公益財団法人国際金融情報センター理事長 加 藤 隆 俊

取 締 役
株式会社メディヴァ代表取締役、株式会社シーズ・ワ
ン代表取締役、参天製薬株式会社社外取締役、スルガ
銀行株式会社社外取締役、株式会社資生堂社外取締役

大 　 石 　 佳 能 子

監   査   役 (常勤) 吉 田 敏 明

監   査   役 (常勤) 安 達 　 弘

監 査 役
岩井伸太郎公認会計士・税理士事務所所長、フジ住宅
株式会社社外取締役、昭栄薬品株式会社社外取締役（監
査等委員）

岩 　 井 　 伸 太 郎

監 査 役 大阪大学名誉教授 宮 本 又 郎

監 査 役 大同生命保険株式会社代表取締役社長 工 藤 　 稔

（注）１．取締役のうち、益田哲生、加藤隆俊、大石佳能子の３氏は、社外取締役であります。

２．監査役のうち、安達弘、岩井伸太郎、宮本又郎、工藤稔の４氏は、社外監査役であります。

３．取締役益田哲生氏は、弁護士の資格を有しております。

４．監査役岩井伸太郎氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

５．当社は、益田哲生、加藤隆俊、大石佳能子、安達弘、岩井伸太郎及び宮本又郎の６氏を金融商品取

引所が定める独立役員として届け出ております。

６．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

①平成28年６月29日付で、取締役江崎悦朗氏は代表取締役に就任いたしました。

②平成28年６月29日開催の第111回定時株主総会終結の時をもって、取締役安積正裕氏は任期満了に

より退任いたしました。

③平成28年６月29日開催の第111回定時株主総会において、大貫明氏は取締役に新たに選任され就任

いたしました。

－ 13 －
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②取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

　取     締     役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

          8名

       （3）

           331百万円

         （18）

　監     査     役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

          5名

       （4）

            56百万円

         （36）

　合            計

（ う ち 社 外 役 員 ）

         13名

       （7）

           388百万円

         （54）

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．上記には、平成28年６月29日開催の第111回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含

んでおります。なお、当事業年度末現在の役員の員数は、取締役７名（うち社外取締役３名)及び監

査役５名（うち社外監査役４名）であります。

３．上記には、使用人兼務取締役の給与相当額は含まれておりません。

４．取締役報酬限度額

    （うち社外取締役

株式報酬限度額

年額

年額

３事業年度

360

25

300

百万円（平成27年６月24日開催の第110回定時株主総会決議）

百万円）

百万円（平成27年６月24日開催の第110回定時株主総会決議）

ただし、株式報酬限度額には当社と委任契約を締結している執行役員への報酬も含まれております。

監査役報酬限度額 年額 60百万円（平成18年６月29日開催の第101回定時株主総会決議）

５．報酬等の総額には、以下のとおり当事業年度に係る役員賞与が含まれております。

取締役 　７名 36百万円（うち社外取締役　３名　　 １百万円）

監査役 　５名 ３百万円（うち社外監査役　４名　　 ２百万円）

６．取締役の報酬等の総額には、当事業年度に計上した、役員ＢＩＰ信託引当金繰入額48百万円が含ま

れております。

③責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認めら
れるのは、当該社外取締役又は監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意か
つ重大な過失がないときに限られます。

－ 14 －
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④社外役員に関する事項

  １．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 先 当 社 と の 関 係

社外取締役 益 田 哲 生
中 之 島 中 央 法 律 事 務 所
代 表 パ ー ト ナ ー
ヤ ン マ ー 株 式 会 社 社 外 監 査 役

記載すべき関係はありません。

社外取締役 加 藤 隆 俊
公 益 財 団 法 人 国 際 金 融
情 報 セ ン タ ー 理 事 長

記載すべき関係はありません。

社外取締役 大石佳能子

株 式 会 社 メ デ ィ ヴ ァ 代 表 取 締 役
株式会社シーズ・ワン代表取締役
参 天 製 薬 株 式 会 社 社 外 取 締 役
ス ル ガ 銀 行 株 式 会 社 社 外 取 締 役
株 式 会 社 資 生 堂 社 外 取 締 役

記載すべき関係はありません。

社外監査役 岩井伸太郎

岩 井 伸 太 郎 公 認 会 計 士
・ 税 理 士 事 務 所 所 長
フ ジ 住 宅 株 式 会 社 社 外 取 締 役
昭 栄 薬 品 株 式 会 社 社 外 取 締 役
（監査等委員）

記載すべき関係はありません。

社外監査役 宮 本 又 郎 大 阪 大 学 名 誉 教 授 記載すべき関係はありません。

社外監査役 工 藤 　 稔
大 同 生 命 保 険 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長

大同生命保険株式会社は当社の

大株主であります。また、当社は

大同生命保険株式会社の団体生

命保険に加入しております。

－ 15 －
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　２．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 益 田 哲 生

当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、主に弁護士としての豊

富な経験と見識をもとに独立した立場から当社の経営に関する的確な

助言を行っております。

社外取締役 加 藤 隆 俊
当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、主に経験や実績に基づ

く見地から当社の経営に関する的確な助言を行っております。

社外取締役 大 　 石 　 佳 能 子
当事業年度開催の取締役会16回のうち15回に出席し、主に経験や実績

に基づく見地から当社の経営に関する的確な助言を行っております。

社外監査役 安 達 　 弘

当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、主に経験や実績に基づ

く見地から当社の経営に関する的確な助言を行っております。

また、当事業年度開催の監査役会５回全てに出席し、監査結果につい

ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役 岩 　 井 　 伸 太 郎

当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、主に公認会計士・税理

士としての専門的見地から当社の経営に関する的確な助言を行ってお

ります。

また、当事業年度開催の監査役会５回全てに出席し、監査結果につい

ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役 宮 本 又 郎

当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、主に大学教授としての

専門的見地から当社の経営に関する的確な助言を行っております。

また、当事業年度開催の監査役会５回全てに出席し、監査結果につい

ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役 工 藤 　 稔

当事業年度開催の取締役会16回のうち12回に出席し、主に経験や実績

に基づく見地から当社の経営に関する的確な助言を行っております。

また、当事業年度開催の監査役会５回全てに出席し、監査結果につい

ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①会計監査人の名称　　　　新日本有限責任監査法人

②報酬等の額

１) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

73百万円

２) 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額

108百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分することが困難なため、合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算

出根拠等が適切であるかどうかについて、必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額

について会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．重要な在外子会社につきましては当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受

けております。

③非監査業務の内容

2024年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債発行に関するコンフォートレター

作成業務等であります。

④会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人が職務を適切に執行することが困難と認められる場合その他

必要と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議

案の内容を決定いたします。

なお、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由のいずれかに

該当すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。

⑤過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日、金融庁から、

契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日から同年３月31日ま

で）及び業務改善命令の処分を受けました。同監査法人は、平成28年１月29日に金融庁

に業務改善計画を提出し、以降、定期的に業務改善計画の実施状況について報告書を提

出し、金融庁に受理されております。

⑥責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度

額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該会

計監査人が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限

られます。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容は、次の

とおりであります。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社の業務執行が適正かつ健全に行われるため、取締役会は実効性のある「内部統制

システム」の構築と法令及び定款等の遵守体制の確立に努める。また、監査役会は当該

「内部統制システム」の有効性と機能を監査する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役会の議事録、稟議決裁資料、その他取締役の職務の執行に係る重要な

情報を文書又は電磁的媒体に記録し、法令等に従い適正に保存、管理する。

③当社グループにおける損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、リスクの早期発見と対応、そのための情報収集と教育・訓練、定期的な会議

の開催等を一元的に管理するため、「リスクマネジメント委員会」を設定している。当

委員会は、その中に、複数部門で横断的・専門的に行動する次の４つの部会を編成して

いる。具体的には、品質保証活動を行う「品質安全保証部会」、電子・非電子両方の情

報セキュリティを推進する「情報セキュリティ部会」、遵守すべき法令、社内規程、各

種ルールの整備とその周知徹底を行う「コンプライアンス部会」、グループのＢＣＰ（事

業継続計画）体系の整備とリスクの洗い出しと対応策、周知・教育・訓練を行う「災害

対策部会」である。

また、重大事案発生時には、当委員会とは別に「危機管理対策本部」を設置する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、職務権限及び意思決定に関する社内規程を定め、職務の執行が適正かつ効率

的に行われることを確保する体制を構築する。

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）具体的な行動基準として制定した「グリコグループ行動規範」を当社グループの全

ての取締役及び使用人に周知し、業務運営の指針とする。

２）社長を委員長とする「企業倫理委員会」を設置し、社内の法令違反、企業倫理違反

の未然防止、早期発見のための体制を構築する。

３）内部監査部門として社長直轄とする「グループ監査室」を設置し、グループ各社に

おける内部統制の有効性と妥当性を確保する。
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⑥当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）当社で定める子会社管理規程に基づき、子会社に対し経営状況その他の重要な情報

について、当社への定期的な報告を義務付ける。

２）当社グループにおける職務権限及び意思決定に関する基準を定め、子会社における

職務の執行が適正かつ効率的に行われることを確保する体制を構築する。

３）当社グループにおけるコンプライアンスを推進するため、当社のコンプライアンス

部会が中心となり、法令・社内規程遵守の状況の把握、コンプライアンス研修等、

必要な措置を講ずる体制を構築する。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

１）監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、若干名で構

成される「監査役室」を置く。

２）前項に定める「監査役室」に所属する使用人の取締役からの独立性を確保するため、

当該使用人の任命、異動等の人事権に関わる事項の決定等については、監査役会の

事前の同意を得る。

３）監査役補助者は、業務の執行にかかる役職を兼務しないこととし、もっぱら監査役

の指揮命令に従わなければならない。

⑧当社及び子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に

報告をするための体制

１）当社グループの取締役及び使用人は、監査役から職務の執行に関し報告を求められ

たときは、速やかに適切な報告を行う。

２）当社は、当社グループの取締役及び使用人が職務の執行に関し、重大な法令・定款

違反、もしくは不正行為の事実、又は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実を知ったときには、速やかに監査役に報告する体制を構築する。

３）「グループ監査室」、「企業倫理委員会」等は、監査役に対して定期的に当社グル

ープにおける内部監査、内部通報の状況等を報告する。

４）監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたこ

とを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）代表取締役は、監査役との会合を定期的に開催し、意見・情報交換を行う。

２）「グループ監査室」と監査役は適宜情報交換を行い、連携して監査を行う。

３）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務は、職務の執行に必要でないと認められた場合を

除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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⑩反社会勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力とは一切の関係を遮断する

とともに、これら反社会勢力に対しては、弁護士や警察等の外部専門機関と緊密に連携

し、毅然とした姿勢で対応する。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおり

であります。

①コンプライアンスに対する取り組み

　当社グループでは、具体的な行動基準として、グループ内の全ての取締役及び使用人

が従うべき「グリコグループ行動規範」を制定しています。コンプライアンス部会（旧

組織：コンプライアンス委員会）による研修では、この行動規範の周知徹底を図り、コ

ンプライアンス意識の向上に取り組みました。また、内部通報制度を更に実効性のある

ものとするため、社外の弁護士事務所に独立した内部通報窓口を設置しております。

②リスク管理に対する取り組み

　当社グループを取り巻くリスクに迅速かつ的確に対処するために、「リスクマネジメ

ント委員会（旧組織：グループ危機管理委員会）」を設けており、問題発生時には直ち

に対応策を協議し、事態の収拾・解決に当たりました。また、継続してＢＣＰ（事業継

続計画）の作成に取り組んでおります。

③当社グループにおける業務の適正を確保するための取り組み

　当社グループでは、経営方針発表会や利益計画会議等を通じ、グループ内の全ての会

社がグループの経営方針や経営計画を共有しています。主要な子会社では、当社の取締

役や監査役が子会社役員を兼務しており、重要な会議等に参加しております。また、当

社は、当社で定める子会社管理規程に基づき、子会社から経営状況その他の重要な情報

について、定期的な報告を受けました。子会社に必要とされる意思決定については、当

社グループにおける職務権限及び意思決定の基準に基づき、当社取締役会で検討を行う

こと等により子会社の業務の適正を確保いたしました。

④監査役監査の実効性の確保のための取り組み

　当社の監査役は、当社グループの重要な会議に出席したほか、取締役や使用人から聴

取を行うなど、業務の執行状況全般にわたり監査いたしました。また、代表取締役、会

計監査人及び「グループ監査室」と情報交換のための会合を定期的に開催し、相互の連

携を図りました。
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(7) 剰余金の配当等に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、

財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策

を実施することを基本方針としています。今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込

まれる事業分野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企業価値の向上並びに株

主価値の増大に努めてまいります。

　当事業年度の期末配当につきましては、１株につき普通配当20円に加えて、創立95周年

記念配当10円を本年５月15日開催の取締役会で決議いたしました。既に平成28年12月９日

に実施済の中間配当金１株当たり20円と合わせまして、年間配当金は１株当たり50円とな

ります。

　また、現時点では次期の１株当たりの年間配当金は40円を予定しております。

(8) 会社の支配に関する基本方針

・当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

１）基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉

を理解し、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向

上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の

株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株

式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同

の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそ

れがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し

あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しな

いもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者

との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さな

いものも少なくありません。
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　当社では、グループとして企業価値の確保・向上に努めておりますが、特に、当社

の企業価値の源泉は、長年にわたって築き上げられた企業ブランド及び商品ブランド

にあります。そして、当社は、このようなブランド価値の根幹にあるのは、①商品開

発力の維持、②研究開発力の維持、③食品の安全性の確保、④取引先との長期的な協

力関係の維持、⑤企業の社会的責任を果たすことでの信頼の確保等であると考えてお

ります。当社の株式の大量買付を行う者が、こうした当社の企業価値の源泉を理解し

た上で、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような

者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

２）基本方針の実現のための取り組み

基本方針の実現に資する特別な取り組み

　当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるための特別な取り組みは以

下のとおりです。

　当社グループは、事業の効率性を重要な経営指標として認識し、グループ各社の連

係の一層の強化、シナジー効果の追求、収益性の向上を図っております。また、当社

グループは、中長期的な会社の経営戦略として、各部門ともに消費者の視点からの新

製品や新技術の研究開発に積極的に取り組むとともに、流通構造の変化に対応した販

売制度の実現や製造設備の合理化、さらに生産工場の統廃合を実施し、収益力の向上

を図り、事業基盤の安定を目指しています。さらに、安全・安心という品質を維持す

るために、製造や輸送段階だけでなく資材調達時点でのチェック体制も強化し、消費

者やお得意様に信頼される企業であり続けるように努めています。

　当社は、中長期的視点に立ち、これらの取り組みを遂行・実施していくことで、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上してまいります。

３）上記各取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

基本方針の実現に資する特別な取り組み（上記２)の取り組み）について

　上記２)記載の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向

上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資

するものです。

－ 22 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

百万円

170,199

96,018

36,832

3,238

27,812

2,515

3,828

△47

153,919

89,382

31,599

33,717

3,594

15,763

4,707

5,702

4,530

1,171

58,834

39,842

1,065

2,534

474

12,363

2,605

△50

（負　債　の　部） 百万円

流 動 負 債 75,426

支払手形及び買掛金 29,200

短 期 借 入 金 1,126

1年内返済予定の長期借入金 486

未 払 費 用 26,024

未 払 法 人 税 等 3,701

販 売 促 進 引 当 金 1,795

役 員 賞 与 引 当 金 38

B I P 株式給付引当金 89

そ の 他 12,963

固 定 負 債 50,257

転換社債型新株予約権付社債 30,146

長 期 借 入 金 644

退職給付に係る負債 7,846

繰 延 税 金 負 債 5,646

そ の 他 5,973

負 債 合 計 125,684

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 180,435

資 本 金 7,773

資 本 剰 余 金 9,049

利 益 剰 余 金 170,706

自 己 株 式 △7,093

その他の包括利益累計額 12,014

その他有価証券評価差額金 11,318

為 替 換 算 調 整 勘 定 896

退職給付に係る調整累計額 △200

非 支 配 株 主 持 分 5,984

純 資 産 合 計 198,434

資 産 合 計 324,118 負 債 純 資 産 合 計 324,118

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 353,217

売 上 原 価 188,086

売 上 総 利 益 165,131

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 140,877

営 業 利 益 24,254

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,109

そ の 他 2,435 3,545

営 業 外 費 用

支 払 利 息 115

為 替 差 損 207

そ の 他 1,110 1,433

経 常 利 益 26,367

特 別 利 益

負 の の れ ん 発 生 益 313

投 資 有 価 証 券 売 却 益 222 536

特 別 損 失

退 職 給 付 制 度 終 了 損 286

減 損 損 失 112

そ の 他 12 411

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 26,492

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,847

法 人 税 等 調 整 額 836 7,683

当 期 純 利 益 18,808

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 660

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 18,147

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 7,773 7,816 155,190 △6,811 163,968

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,631 △2,631
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 18,147 18,147

自 己 株 式 の 取 得 △949 △949

自 己 株 式 の 処 分 1,233 667 1,901
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 - 1,233 15,516 △282 16,467

当 期 末 残 高 7,773 9,049 170,706 △7,093 180,435

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 7,949 2,646 △973 9,623 5,560 179,151

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,631
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 18,147

自 己 株 式 の 取 得 △949

自 己 株 式 の 処 分 1,901
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 3,368 △1,750 773 2,391 423 2,814

当 期 変 動 額 合 計 3,368 △1,750 773 2,391 423 19,282

当 期 末 残 高 11,318 896 △200 12,014 5,984 198,434

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数…………31社

主要な連結子会社の名称

関西グリコ株式会社、上海江崎格力高食品有限公司

当連結会計年度より、新たに設立したグリコチャネルクリエイト株式会社及びGlico Malaysia 

Sdn.Bhd.を連結の範囲に含めております。

また、正直屋乳販株式会社の株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　江栄商事株式会社

　（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社（江栄商事株式会社）は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数…………２社

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（江栄商事株式会社）及び関連会社（株式会社関東フローズン

他１社）は、それぞれ親会社株主に帰属する当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としての重要性がないため、持分法の適用から除

外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

決算日が連結決算日と異なる連結子会社は下表のとおりです。

当連結計算書類の作成に当たって、下表の８社については、連結決算日との間に生じた重要な取引を

調整した上でその決算日の計算書類を使用しております。

会　社　名 決 算 日

上海江崎格力高食品有限公司 12月31日

上海江崎格力高南奉食品有限公司 12月31日

Thai Glico Co., Ltd. 12月31日

Ezaki Glico USA Corp. 12月31日

Glico-Haitai Co.,Ltd 12月31日

PT.Glico Indonesia 12月31日

Glico Frozen(Thailand)Co.,Ltd. 12月31日

Glico Malaysia Sdn.Bhd. 12月31日

－ 26 －
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４．持分法適用会社の事業年度等に関する事項

決算日が連結決算日と異なる持分法適用会社は下表のとおりです。

当連結計算書類の作成に当たって、下表の２社については、連結決算日との間に生じた重要な取引を

調整した上でその決算日の計算書類を使用しております。

会　社　名 決 算 日

Generale Biscuit Glico France S.A. 12月31日

PT.Glico-Wings 12月31日

５．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券…………償却原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定しております。）

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来な

い複合金融商品については複合金融商品全体を時価評価しており

ます。

時価のないもの……………主として移動平均法による原価法

②デリバティブ……………………時価法

③たな卸資産………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産及び投資不動産

（リース資産を除く）……………主として定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

②無形固定資産

（リース資産を除く）……………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）による定額法を採用しております。

③リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

(3) 重要な繰延資産の処理の方法

社債発行費………社債発行費の処理方法は、支出時に全額費用として計上しております。

－ 27 －
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(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②販売促進引当金…………………販売促進費の支出に備えるため、当連結会計年度末における販売

促進費の見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金…………………役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。

④ＢＩＰ株式給付引当金…………「役員報酬ＢＩＰ信託」における、役員に対する将来の当社株式

の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に割り当てら

れたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合には、振当処理を採用しております。

また、金利スワップについては金融商品に係る会計基準の特例処理の要件を満たしている場合

には、特例処理を採用しております。

2）ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約･･････････外貨建予定取引

金利スワップ･･････金利変動リスクのある金融資産及び借入金

通貨スワップ･･････為替変動リスクのある外貨建て資産及び負債

3）ヘッジ方針

デリバティブ取引は社内規定に従い、保有する資産及び借入金に係る為替変動又は金利変動リ

スクを効果的にヘッジする目的で利用しております。

4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

②退職給付に係る会計処理の方法

1) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

2) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。

③消費税等の会計処理………税抜き方式を採用しております。

④のれんの償却に関する事項

主に５年間の均等償却を行っております。
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会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成

28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更し

ております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ173百万円

増加しております。

表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金負債」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「繰延税金負債」は3,104百万円であります。

連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 137,793百万円

（注）なお、上記の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

発 行 済 株 式 株 株 株 株

普 通 株 式 69,430,069 － － 69,430,069

合 計 69,430,069 － － 69,430,069

自 己 株 式

普 通 株 式 3,836,000 149,974 303,503 3,682,471

合 計 3,836,000 149,974 303,503 3,682,471

 (注) １．普通株式の自己株式の増加149,974株は、単元未満株式の買取1,274株及び「信託型従業員持株イン

センティブ・プラン（信託口）」設定に伴う取得148,700株による増加であり、減少303,503株は、

単元未満株式の買増請求203株及び「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」からの売却271,500

株、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（信託口）」による自社の株式の交付20,300株、

「役員報酬ＢＩＰ（信託口）」から取締役等への支給11,500株によるものであります。

２．自己株式数については、当連結会計年度末に「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（信託口）」

が保有する128,400株、「役員報酬ＢＩＰ（信託口）」が保有する35,900株を含めて記載しておりま

す。

－ 29 －
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２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当支払額

決　議 株式の種類
配 当 金
の 総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

百万円 円

平成28年５月13日
取締役会

普通株式 1,312 20 平成28年３月31日 平成28年６月７日

平成28年11月７日
取締役会

普通株式 1,318 20 平成28年９月30日 平成28年12月９日

（注）１．平成28年５月13日取締役会決議による配当金の総額には、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託

口）」に対する配当金を含めておりません。これは、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交

付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用してお

りますが、従来採用していた方法により会計処理を行っているためであります。また、「役員報

酬ＢＩＰ（信託口）」が保有する自社の株式に対する配当金０百万円を含めております。

２．平成28年11月７日取締役会決議による配当金の総額には、「信託型従業員持株インセンティブ・

プラン（信託口）」及び「役員報酬ＢＩＰ（信託口）」が保有する自社の株式に対する配当金３

百万円を含めております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株式の種類
配 当 金
の 総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

百万円 円

平成29年５月15日
取締役会

普通株式 1,977 30 平成29年３月31日 平成29年６月６日

（注）配当金の総額には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（信託口）」及び「役員報酬ＢＩＰ

（信託口）」が保有する自社の株式に対する配当金４百万円を含めております。

３．新株予約権等に関する事項

区分
新株予約権の

内訳

新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当社

2024年満期ユ
ーロ円建転換
社債型新株予
約権付社債

普通株式

株

－

株

3,706,907

株

－

株

3,706,907
（注）－

合計 － 3,706,907 － 3,706,907 （注）－

（注）転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。

－ 30 －
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画及びその他の長期的資金需要に照らして、主に銀行借入や社債発行

により必要な資金を調達しております。また、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

余資は、流動性の高い金融商品、一定以上の格付けをもつ発行体の債券等、安全性の高い金融商品、

主に業務上の関係を有する企業の株式に投資しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを

回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資

有価証券は、満期保有目的以外の債券と株式等であり、信用リスク、市場価格の変動リスク及び金利

の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金

のうち、短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は、主に設備投資に係る

資金調達です。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されております。

  デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引及び通貨スワップ取引、保有する投資有価証券に係る将来の取引市場での金利変動リ

スクを軽減する目的で金利スワップ取引を行っております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

  当社グループは、各社の与信管理規程に従い、営業債権について取引先ごとの期日管理及び残高

管理を行うとともに、取引先の信用状況を随時に把握し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。また、一部の営業債権に対しては、取引信用保険を活用しておりま

す。

　有価証券及び投資有価証券は、一定以上の格付けをもつ発行体のもののみを対象としているため、

信用リスクは僅少であります。

　デリバティブ取引につきましては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付けの高

い金融機関とのみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先）の財務状況、格付け状

況等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取引権限を定めた社内規程に基づき行っており、

担当役員は、取引実績を定期的に取締役会に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行出来なくなるリスク）の管理

　当社は、グループの国内主要各社に対してキャッシュマネジメントシステムを導入しております。

グループ各社の事業計画に基づき、経理部が適時に資金繰り計画を作成し、実績を勘案しながら計

画を随時見直しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 31 －
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２．金融商品の時価等に関する事項

  平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 96,018 96,018 －

(2）受取手形及び売掛金 36,832 36,832 －

(3）有価証券及び投資有価証券(*1) 38,761 38,761 －

　資産計 171,613 171,613 －

(1）支払手形及び買掛金 29,200 29,200 －

(2) 短期借入金 1,126 1,126 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 486 486 －

(4) 転換社債型新株予約権付社債 30,146 31,605 1,458

(5) 長期借入金 644 644 （0）

　負債計 61,604 63,062 1,458

(*1)時価を把握することが極めて困難なため、非上場株式4,319百万円は含まれておりません。

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金

融機関等から提示された価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(4)転換社債型新株予約権付社債

　これらの時価は、市場価格に基づき算定しております。

(5)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

－ 32 －
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賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビルや賃貸商業施

設等を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円）

12,875 16,011

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

２．当連結会計年度末の時価は、主要な不動産については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価

書に基づく金額、その他の物件については路線価等に基づく金額であります。ただし、第三者か

らの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる

指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によってお

ります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,927円10銭

２．１株当たり当期純利益 276円20銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 33 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） 百万円 （負　債　の　部） 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

135,736

77,066

725

25,957

2,575

9,350

673

9,789

1,745

3,031

4,593

229

△3

145,896

67,573

20,222

766

24,773

18

2,656

14,792

29

4,312

4,961

4,126

835

73,361

36,589

5,468

1

7,297

7,773

2,396

12,339

1,723

△230

流 動 負 債 61,195

支 払 手 形 348

買 掛 金 25,071

短 期 借 入 金 188

未 払 金 10,251

未 払 費 用 16,664

未 払 法 人 税 等 2,971

預 り 金 3,697

販 売 促 進 引 当 金 1,795

役 員 賞 与 引 当 金 38

B I P 株 式 給 付 引 当 金 89

そ の 他 78

固 定 負 債 44,719

転 換 社 債 型 新 株 予 約 権 付 社 債 30,146

長 期 借 入 金 644

預 り 保 証 金 2,634

退 職 給 付 引 当 金 4,226

繰 延 税 金 負 債 5,080

そ の 他 1,986

負 債 合 計 105,915

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 164,401

資 本 金 7,773

資 本 剰 余 金 9,049

資 本 準 備 金 7,413

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,635

利 益 剰 余 金 154,672

利 益 準 備 金 1,943

そ の 他 利 益 剰 余 金 152,729

特 別 償 却 準 備 金 8

固定資産圧縮積立金 5,466

別 途 積 立 金 128,893

繰 越 利 益 剰 余 金 18,361

自 己 株 式 △7,093

評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,315

その他有価証券評価差額金 11,315

純 資 産 合 計 175,717

資 産 合 計 281,632 負 債 純 資 産 合 計 281,632

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 264,735

売 上 原 価 138,078

売 上 総 利 益 126,657

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 110,551

営 業 利 益 16,105

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,683

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,080

そ の 他 2,844 6,607

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20

そ の 他 906 926

経 常 利 益 21,786

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 222 222

特 別 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損 429

退 職 給 付 制 度 終 了 損 286

減 損 損 失 70 785

税 引 前 当 期 純 利 益 21,223

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,812

法 人 税 等 調 整 額 412 5,225

当 期 純 利 益 15,997

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 償 却
準 備 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 7,773 7,413 402 7,816 1,943 10 5,479 83,893 49,979

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △2 2
固定資産圧縮積立金の取崩 △12 12
別 途 積 立 金 積 立 45,000 △45,000

剰 余 金 の 配 当 △2,631
当 期 純 利 益 15,997
自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 1,233 1,233
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - - 1,233 1,233 - △2 △12 45,000 △31,617
当 期 末 残 高 7,773 7,413 1,635 9,049 1,943 8 5,466 128,893 18,361

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計利益剰余金
自己株式 株主資本合計

そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計利益剰余金合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 141,305 △6,811 150,083 7,949 7,949 158,033

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 - - -
固定資産圧縮積立金の取崩 - - -
別 途 積 立 金 積 立 - - -
剰 余 金 の 配 当 △2,631 △2,631 △2,631
当 期 純 利 益 15,997 15,997 15,997
自 己 株 式 の 取 得 △949 △949 △949
自 己 株 式 の 処 分 667 1,901 1,901
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 3,365 3,365 3,365

当 期 変 動 額 合 計 13,366 △282 14,317 3,365 3,365 17,683
当 期 末 残 高 154,672 △7,093 164,401 11,315 11,315 175,717

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………………償却原価法

関係会社株式…………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。）

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来な

い複合金融商品については複合金融商品全体を時価評価しており

ます。

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

２．デリバティブ……………………………時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法による原価法

４．固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産及び投資不動産

（リース資産を除く）……………………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）……………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）による定額法を採用しております。

(3) リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

５．重要な繰延資産の処理の方法

社債発行費………社債発行費の処理方法は、支出時に全額費用として計上しております。

－ 37 －
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６．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 販売促進引当金………………………販売促進費の支出に備えるため、当事業年度末における販売促進

費の見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金………………………役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づ

き計上しております。

(4) ＢＩＰ株式給付引当金………………「役員報酬ＢＩＰ信託」における、役員に対する将来の当社株式

の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に割り当てら

れたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処

理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

　なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における

これらの会計処理の方法と異なっております。
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７．重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場

合には、振当処理を採用しております。

また、金利スワップについては金融商品に係る会計基準の特例処理の要件を満たしている場合には、

特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約･･････････外貨建予定取引

金利スワップ･･････金利変動リスクのある金融資産及び借入金

(3) ヘッジ方針

当社のデリバティブ取引は社内規定に従い、保有する資産に係る為替変動又は金利変動リスクを効

果的にヘッジする目的で利用しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

８．消費税等の会計処理方法………税抜き方式を採用しております。

会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ148百万円増加しており

ます。

貸借対照表に関する注記

１．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 6,470百万円

長期金銭債権 7,598百万円

短期金銭債務 6,377百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 98,820百万円

（注）なお、上記の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
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損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売 上 高 13,599百万円

仕 入 高 1,451百万円

委 託 加 工 費 24,896百万円

販 売 費 4,126百万円

営業取引以外の取引高 6,214百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

自 己 株 式 株 株 株 株

普 通 株 式 3,836,000 149,974 303,503 3,682,471

合 計 3,836,000 149,974 303,503 3,682,471

 (注) １．普通株式の自己株式の増加149,974株は、単元未満株式の買取1,274株及び「信託型従業員持株イン

センティブ・プラン（信託口）」設定に伴う取得148,700株による増加であり、減少303,503株は、

単元未満株式の買増請求203株及び「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」からの売却271,500

株、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（信託口）」による自社の株式の交付20,300株、

「役員報酬ＢＩＰ（信託口）」から取締役等への支給11,500株によるものであります。

２．自己株式数については、当事業年度末に「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（信託口）」

が保有する128,400株、「役員報酬ＢＩＰ（信託口）」が保有する35,900株を含めて記載しておりま

す。
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

(1) 流動資産・負債の部

繰延税金資産

未払賞与 592百万円

未払費用 886百万円

その他 266百万円

繰延税金資産計 1,745百万円

(2) 固定資産・負債の部

繰延税金資産

退職給付引当金 566百万円

減損損失 1,442百万円

有価証券等評価損 528百万円

貸倒引当金 57百万円

減価償却費 409百万円

その他 2,146百万円

繰延税金資産計 5,150百万円

評価性引当額 △3,478百万円

繰延税金負債との相殺 △1,671百万円

繰延税金資産の純額 －百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,318百万円

特別償却準備金 △6百万円

固定資産圧縮積立金 △2,427百万円

繰延税金負債計 △6,752百万円

繰延税金資産との相殺 1,671百万円

繰延税金負債の純額 △5,080百万円

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,672円61銭

２．１株当たり当期純利益 243円48銭
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関連当事者との取引に関する注記

　役員及び個人主要株主等

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社

大阪栄研

（株）

大阪府

大阪市
10

保険

代理業

-

（0.31）

損害保険等の

取引及び不動

産の賃貸

保険料

の支払

(注)2

167

前払費用 59

長期前払

費用
69

（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２.保険料につきましては、一般的な取引条件を勘案して決定しております。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 42 －

個別注記表



2017/05/19 17:05:15 / 16268673_江崎グリコ株式会社_招集通知

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月11日

江崎グリコ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 荒　井　憲一郎 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 村 上 和 久 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、江崎グリコ株式会社の平成28年４月１日から平成

29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、江崎グリコ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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会計監査人の会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月11日

江崎グリコ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 荒　井　憲一郎 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 村 上 和 久 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、江崎グリコ株式会社の平成28年４月１日か

ら平成29年３月31日までの第112期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び

その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施

することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ

いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

－ 44 －
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第112期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告

いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの取組みに

ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし

た。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 45 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制

を含め、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則

第118条第３号ロの取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なう

ものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月15日

江崎グリコ株式会社　監査役会

常勤監査役 吉　田　敏　明 

常勤監査役 安　達　　　弘 

監　査　役 岩　井　伸太郎 

監　査　役 宮　本　又　郎 

監　査　役 工　藤　　　稔 
（注）常勤監査役安達弘、監査役岩井伸太郎、監査役宮本又郎及び監査役工藤稔は、会社法第２条第16号

及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 46 －
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

  １．変更の理由

 　   当社及び当社子会社の事業の現状や、今後の事業内容の多様化に備えるため、保険

　　　代理店業務等を現行定款第３条の事業目的に追加し、号数の整備を行うものであり

　　　ます。

　２．変更の内容

　　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

 (目的)

 第３条　当会社は次の事業を営むことを目

 　　　　的とする。

         ①～⑬ （条文省略）

                （新設）

                （新設）

         ⑭前各号に付帯する一切の業務

 (目的)

 第３条　当会社は次の事業を営むことを目

 　　　　的とする。

         ①～⑬ （現行どおり）

         ⑭損害保険代理業

　　　　 ⑮生命保険の募集に関する業務

         ⑯（現行どおり）

－ 47 －
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第２号議案 取締役７名選任の件

　本総会終結の時をもちまして取締役全員（７名）が任期満了となりますので、取締役７

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

  取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

        略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

え ざ き か つ ひ さ

江 崎 勝 久

(昭和16年８月27日生)

昭和41年６月 当社入社

昭和47年11月 同 取締役秘書室長

昭和48年11月 同 代表取締役副社長

昭和57年６月 同 代表取締役社長、現在に至る

254,096株

[取締役候補者とした理由]

　昭和57年６月に代表取締役社長に就任して以来、当社グループの事業拡大、グローバル化、構造改革等を

推進してまいりました。また、長期計画「2020Glico」を策定し、事業の強化・拡大に努めております。今

後も、当社の経営理念を実現し事業戦略を遂行できると判断して、引き続き取締役としての選任をお願いす

るものであります。

２

え ざ き え つ ろ う

江 崎 悦 朗

(昭和47年10月31日生)

平成16年４月 当社入社

平成20年６月 同 取締役執行役員コミュニケーション

             本部長兼事業統括本部副本部長

平成22年４月 同 取締役常務執行役員コミュニケーシ

             ョン本部長兼事業統括本部副本部長兼マ

             ーケティング部長

平成24年４月 同 取締役専務執行役員マーケティング

             本部長兼マーケティング部長、広報担当

平成28年６月 同 代表取締役専務執行役員マーケティ

             ング本部長、広報・情報システム担当

平成29年４月 同 代表取締役専務執行役員マーケティ

             ング本部長、海外事業、広報・情報シ

             テム担当、現在に至る

17,454株

[取締役候補者とした理由]

　当社入社以来、広告・開発業務に携わり、平成20年６月に取締役に就任し、その後も情報システム子会社

の社長を務めるなど幅広い分野の経験を積み重ね、現在は代表取締役専務執行役員として、マーケティング

部門の総責任者等を務めております。今後も、当社の経営理念を実現し事業戦略を遂行できると判断して、

引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 48 －
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

        略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

３

く り き た か し

栗 木 　 隆

(昭和32年11月13日生)

昭和56年３月 当社入社

平成18年６月 同 取締役生物化学研究所長

平成20年６月 同 取締役常務執行役員研究本部長兼生

             物化学研究所長兼新素材営業グループ長

平成27年７月 同 取締役常務執行役員、研究部門統括

             健康科学研究所長、現在に至る

6,305株

[取締役候補者とした理由]

　当社入社以来、研究関連業務に携わり、平成18年６月に取締役に就任後も研究部門を統括しております。

今後も、当社の経営理念を実現し事業戦略を遂行できると判断して、引き続き取締役としての選任をお願い

するものであります。

４

お お ぬ き あ き ら

大 貫 　 明

(昭和29年７月17日生)

昭和52年４月 日本電気株式会社入社

平成18年４月 ＮＥＣリース株式会社（現 ＮＥＣキャ

             ピタルソリューション株式会社）執行役

             員

平成25年６月 ＮＥＣビッグローブ株式会社（現 ビッ

             グローブ株式会社）監査役

平成27年７月 当社入社 常勤顧問

平成28年４月 同 執行役員

平成28年６月 同 取締役執行役員、管理部門・関連事

             業・法務・株式ＩＲ担当、情報取扱責

             任者、現在に至る

30株

[取締役候補者とした理由]

　食品業界とは異なる電機及び情報通信業界での執行役員や監査役としての豊富な経験や幅広い知識を有

しており、当社の経営理念を実現し事業戦略を遂行できると判断して、引き続き取締役としての選任をお願

いするものであります。

－ 49 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

        略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

５

[再任]　[社外]

[ 独 立 役 員 ]

ま す だ て つ お

益 田 哲 生

(昭和20年10月29日生)

【平成28年度取締役会
の出席状況】100％

昭和45年４月 大阪弁護士会登録

平成16年４月 日本弁護士連合会常務理事

平成17年４月 大阪弁護士会会長、日本弁護士連合会副

             会長

平成19年１月 中之島中央法律事務所代表パートナー、

             現在に至る

平成19年４月 近畿弁護士会連合会理事長、日本弁護士

             連合会理事

平成19年７月 当社独立委員会委員

平成20年６月 同 取締役、現在に至る

［重要な兼職の状況]

・中之島中央法律事務所代表パートナー

・ヤンマー株式会社社外監査役

0株

＜社外取締役候補者とした理由＞

　益田哲生氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、弁

護士としての幅広い知識や経験をもとに、また法律の専門家として当社の経営に対する助言をいただけると

考え、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

６

[再任]　[社外]

[ 独 立 役 員 ]

か と う た か と し

加 藤 隆 俊

(昭和16年５月23日生)

【平成28年度取締役会
の出席状況】100％

昭和39年４月 大蔵省（現 財務省）入省

平成５年７月 同 国際金融局長

平成７年６月 同 財務官

平成９年７月 同 顧問

平成10年９月 米国・プリンストン大学客員教授

平成11年８月 株式会社東京三菱銀行(現 株式会社三菱

             東京UFJ銀行)顧問兼早稲田大学客員教授

平成12年８月 株式会社東京三菱銀行顧問兼早稲田大学

             客員教授兼米国・クレアモント大学客員

             教授

平成16年２月 国際通貨基金副専務理事

平成22年６月 当社 取締役、現在に至る

平成22年９月 公益財団法人国際金融情報センター理事

             長、現在に至る

[重要な兼職の状況]

・公益財団法人国際金融情報センター理事長

0株

＜社外取締役候補者とした理由＞

　加藤隆俊氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、金

融分野の専門家として、豊富な経験と見識をもとに、独立した立場から経営全般に助言をいただけると考

え、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

－ 50 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

        略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

７

[再任]　[社外]

[ 独 立 役 員 ]

お お い し か の こ

大 石 佳 能 子

(昭和36年３月24日生)

【平成28年度取締役会

の出席状況】93.8％

昭和58年４月 日本生命保険相互会社入社

昭和63年11月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社

平成５年１月 同 パートナー

平成９年７月 同 顧問

平成12年６月 株式会社メディヴァ設立

　　　　　　 同 代表取締役、現在に至る

平成12年７月 株式会社西南メディヴァ（現 株式会社

　　　　　　 シーズ・ワン）設立

　　　　　　 同 代表取締役、現在に至る

平成16年８月 医療法人社団プラタナス設立

             同 総事務長、現在に至る

平成27年６月 当社 取締役、現在に至る

[重要な兼職の状況］

・株式会社メディヴァ 代表取締役

・株式会社シーズ・ワン 代表取締役

・参天製薬株式会社 社外取締役

・スルガ銀行株式会社 社外取締役

・株式会社資生堂 社外取締役

0株

＜社外取締役候補者とした理由＞

　大石佳能子氏は、企業経営等の豊富な経験や実績、幅広い知識と見識をもとに、独立した立場から経営全

般に助言をいただくことで、取締役会の機能をさらに強化できるものと判断し、引き続き社外取締役として

選任をお願いするものであります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

      ２．益田哲生氏は、現に当社の社外取締役であります。その就任してからの年数は、本株主総会の終

          結の時をもって９年となります。また、金融商品取引所が定める独立役員として届け出ております。

      ３．加藤隆俊氏は、現に当社の社外取締役であります。その就任してからの年数は、本株主総会の終

          結の時をもって７年となります。また、金融商品取引所が定める独立役員として届け出ております。

      ４．大石佳能子氏は、現に当社の社外取締役であります。その就任してからの年数は、本株主総会の終

          結の時をもって２年となります。また、金融商品取引所が定める独立役員として届け出ております。

      ５．当社は、益田哲生、加藤隆俊及び大石佳能子の３氏との間で、損害賠償責任の限度額を法令が定め

          る限度額とする責任限定契約を締結しております。また３氏の再選が承認された場合、当社は３氏

          との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

以上

－ 51 －

取締役選任議案
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株　主　総　会　会　場　ご　案　内　略　図

会場　ザ・シンフォニーホール

大阪市北区大淀南二丁目３番３号

電話 06(6453)1010
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ザ・シンフォニーホール

●最寄り駅からのご案内

　・ＪＲ大阪環状線「福島駅」から北へ徒歩約７分

　・ＪＲ東西線「新福島駅」１番出口から北へ徒歩約10分

　・阪神電車「福島駅」西改札２番出口から北へ徒歩約10分
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